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58,000
68,000
78,000
88,000
98,000
104,000
110,000
118,000
126,000
134,000
142,000
150,000
160,000
170,000
180,000
190,000
200,000
220,000
240,000
260,000
280,000
300,000
320,000
340,000
360,000
380,000
410,000
440,000
470,000
500,000
530,000
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590,000
620,000
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680,000
710,000
750,000
790,000
830,000
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3,018.9
3,539.4
4,059.9
4,580.4
5,100.9
5,413.2
5,725.5
6,141.9
6,558.3
6,974.7
7,391.1
7,807.5
8,328.0
8,848.5
9,369.0
9,889.5
10,410.0
11,451.0
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13,533.0
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17,697.0
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43,201.5
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48,406.5
51,009.0
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62,980.5
66,103.5
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79,800.0
83,400.0
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健 年 以上 未満

標準報酬月額 報酬月額
健康保険 厚生年金

（坑内員・船員除く）介護なし
5.205％
R7.3～

介護あり
6.000％
R7.3～

介護のみ
0.795％
R7.3～

9.150％
R2.9～

○健康保険料率 104.1/1000　介護保険料率 15.9/1000　年金保険料率 183.00/1000　子ども・子育て拠出金率 3.6/1000
○保険料は事業主と被保険者が折半で負担（児童手当拠出金については事業主が全額負担）
○納入告知書の保険料額については、被保険者個々の保険料額を合算した金額となり、その合算額に円未満の端数がある場合
　には、端数を切り捨てた額となります。
○被保険者負担分に円未満の端数がある場合
①事業主が、給与から被保険者負担分を控除する場合、被保険者負担分の端数が50銭以下の場合は切捨てし、51銭以上の
　場合は切り上げして１円となります。
②被保険者が被保険者負担分を事業主の方へ現金で支払う場合、被保険者負担分の端数が50銭未満の場合は切捨てし、
　50銭以上の場合は切り上げして１円となります。
　（注）①②にかかわらず、事業主と被保険者の間で特約がある場合には、特約に基づき端数処理することができます。
○令和７年度における全国健康保険協会の任意継続被保険者について、標準報酬月額の上限は、320,000円です。
※賞与にかかる保険料は支給額から1000円未満の端数を切り捨てて保険料率を乗じた額となります。
※賞与の上限は健康保険：年間573万円まで（年度ごと）、厚生年金：150万円（１ヶ月あたり）となります。
※令和２年９月より厚生年金の等級の上限が変更となり、新たに32等級（650千円）が設けられました。

保険料月額表〈被保険者負担分　単位：円〉　　　   令和7年3月から適用

▶40歳から64歳までの方（介護保険第２号被保険者）には、健康保険料率に介護保険料率が
加わります。
▶変更後の健康保険料率及び介護保険料率は、３月分（４月納付分）から適用されます。
　また、賞与については、支給日が３月１日の分から適用されます。
▶健康保険料率と介護保険料率は、労使折半となります。
▶厚生年金保険料は変更ありません。（18.300％ ・ 折半 9.150％）

健康保険料率・介護保険料率ともに
令和7年３月から　変更　となります。

現　行

10.17％
令和7年３月分
（4月納付分）から

（4月納付分）

（折半：5.205％）
10.41％

健康保険料率
（長崎支部）

現　行

1.60％
令和7年３月分
（4月納付分）から

1.59％
介護保険料率
（全国一律）

（折半：0.795％）

令和７年度
健康保険料についてのお知らせ

所報

かなはら 令和７年
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男女とも仕事と育児・介護を両立できるように、育児期の柔軟な働き方を実現するための
措置の拡充や介護離職防止のための雇用環境整備、個別周知・意向確認の義務化などが
改正されます。

　 子の看護休暇の見直し

改正内容 施行前 施行後

対象となる子の範囲の拡大 小学校就学の始期に達するまで 小学校３年生修了まで

取得事由の拡大
（③④を追加）

①病気・けが
②予防接種・健康診断

①病気・けが
②予防接種・健康診断
③感染症に伴う学級閉鎖等
④入園（入学）式、卒園式

労使協定による継続
雇用期間６か月未満
除外規定の廃止

〈除外できる労働者〉
①週の所定労働日数が２日以下
②継続雇用期間６か月未満

〈除外できる労働者〉
①週の所定労働日数が２日以下
※②を撤廃

名称変更 子の看護休暇 子の看護等休暇

※ 取得可能日数は、現行日数（１年間に５日、子が２人以上の場合は10日）から変更ありません。

 　所定外労働の制限（残業免除）の対象拡大

改正内容 施行前 施行後

請求可能となる労働者の 
範囲の拡大 ３歳未満の子を養育する労働者 小学校就学前の子を養育する労働者

 　短時間勤務制度(3歳未満)の代替措置にテレワーク追加

改正内容 施行前 施行後

代替措置（※）の
メニューを追加

〈代替措置〉
①育児休業に関する制度に準ずる措置
②始業時刻の変更等

〈代替措置〉
①育児休業に関する制度に準ずる措置
②始業時刻の変更等
③テレワーク

※ 短時間勤務制度を講ずることが困難と認められる具体的な業務があり、その業務に従事する労働者がいる
　 場合にのみ、労使協定を締結し除外規定を設けた上で、代替措置を講ずることとなります。

育児・介護休業法 改正ポイントのご案内
令和７（2025）年４月１日から施行分

 
　　　　就業規則等の見直し

　　　　就業規則等の見直し

選択する場合は就業規則等の見直し

義務

義務

１

２

３

 　育児のためのテレワーク導入
３歳未満の子を養育する労働者がテレワークを選択できるように措置を講ずることが、事業主に努力義務化されます。

 　育児休業取得状況の公表義務適用拡大

改正内容 施行前 施行後

公表義務の対象となる企業
の拡大 従業員数1,000人超の企業 従業員数300人超の企業

・公表内容は、男性の「育児休業等の取得率」または「育児休業等と育児目的休暇の取得率」です。
・ 年１回、公表前事業年度の終了後おおむね３か月以内に、インターネットなど、一般の方が閲覧できる 
方法で公表してください。

・より具体的な公表内容や算出方法はこちらをご確認ください。
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/000103533_00006.html

　　　　　 就業規則等の見直し努力義務

義務5

4

 　介護休暇を取得できる労働者の要件緩和

改正内容 施行前 施行後

労使協定による継続雇用期間
６か月未満除外規定の廃止 ①週の所定労働日数が２日以下

②継続雇用期間６か月未満

〈除外できる労働者〉
①週の所定労働日数が２日以下
※②を撤廃

 　介護離職防止のための雇用環境整備
介護休業や介護両立支援制度等（※）の申出が円滑に行われるようにするため、事業主は以下①～④のいずれかの措置を
講じなければなりません。

① 介護休業・介護両立支援制度等に関する研修の実施
② 介護休業・介護両立支援制度等に関する相談体制の整備（相談窓口設置）
③ 自社の労働者の介護休業取得・介護両立支援制度等の利用の事例の収集・提供
④ 自社の労働者へ介護休業・介護両立支援制度等の利用促進に関する方針の周知

※ ⅰ介護休暇に関する制度、ⅱ所定外労働の制限に関する制度、ⅲ 時間外労働の制限に関する制度、　　
　 ⅳ 深夜業の制限に関する制度、ⅴ介護のための所定労働時間の短縮等の措置

労使協定を締結している場合は就業規則等の見直し

義務7

6

 　介護離職防止のための個別の周知・意向確認等

（１）介護に直面した旨の申出をした労働者に対する個別の周知・意向確認
介護に直面した旨の申出をした労働者に対して、事業主は介護休業制度等に関する以下の事項の周知と介護休業の
取得・介護両立支援制度等の利用の意向の確認を、個別に行わなければなりません。　
※ 取得・利用を控えさせるような個別周知と意向確認は認められません。

周知事項
①介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（制度の内容）
②介護休業・介護両立支援制度等の申出先（例：人事部など）
③介護休業給付金に関すること

個別周知・意向確認の方法 ①面談　②書面交付　③FAX　④電子メール等　のいずれか
注：①はオンライン面談も可能。③④は労働者が希望した場合のみ

（２）介護に直面する前の早い段階(40歳等)での情報提供
労働者が介護に直面する前の早い段階で、介護休業や介護両立支援制度等の理解と関心を深めるため、事業主
は介護休業制度等に関する以下の事項について情報提供しなければなりません。

情報提供期間 ① 労働者が40歳に達する日（誕生日前日）の属する年度（１年間）
② 労働者が40歳に達する日の翌日（誕生日）から１年間　のいずれか

情報提供事項
① 介護休業に関する制度、介護両立支援制度等（制度の内容）
② 介護休業・介護両立支援制度等の申出先（例：人事部など）
③ 介護休業給付金に関すること

情報提供の方法 ①面談　②書面交付　③FAX　④電子メール等　のいずれか
注：①はオンライン面談も可能

 　介護のためのテレワーク導入
要介護状態の対象家族を介護する労働者がテレワークを選択できるように措置を講ずることが、事業主に努力義務化 
されます。

　　　　　 就業規則等の見直し努力義務

義務

は」度制業休護介「、てった当に供提報情 ＊ 介護の体制を構築するため一定期間休業する場合に対応するもの
など、各種制度の趣旨・目的を踏まえて行うこと
＊情報提供の際に、併せて介護保険制度について周知すること

望ましい
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＊①～④のうち複数の措置を講じること望ましい


